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（1）人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口
　　　（22年度末）

歳 出 額
　　　  Ａ 実質収支 人 件 費

　　　  Ｂ
人件費率
  （Ｂ／Ａ）

21年度の
　  人件費率

22年度 H23.3.31
　　　49,049   人 

　　    千円
20,805,827

　　  千円
   460,766

　　    千円
  3,667,235

　  ％
17.6

　  ％
18.2

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分 職 員 数
　　　Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 Ｂ

一人当たりの給与費
　　　　  （Ｂ／Ａ）

22年度 398人 　　  千円
1,522,077

       千円
273,555

       千円
530,488

（注）１  職員数は22年４月１日現在の人数です。
　　　２  職員手当には退職手当は含みません。

（注）ラスパイレス指数／国家公務員の給与水準を100とした
　　　場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

      　千円
2,326,120

   千円
5,845

給　　　与　　　費

（4）職員の平均給料月額および平均年齢の状況（23年４月１日現在）
区 分 一般行政職平均給料月額 一般行政職平均年齢
南国市 331,162 円 41.3 歳
国 327,205 円 42.3 歳

（3）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
区 分 18年 23年
南国市 93.1 97.7

（5）職員の初任給の状況（23年４月１日現在）

区　　分
南 国 市 国

決定初任給 初 任 給

大学卒 161,900  円 Ⅰ種  185,800 円
Ⅱ種  172,200 円

高校卒
一般行政職

140,400  円 140,100 円

特殊勤務手当
 （22年度） 職員全体に占める手当支給職員の割合

支給実績（22年度決算）
支給対象職員１人当たり平均支給年額

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）
15.1  ％
137,520  円
6,314,450  円

7

時 間 外
勤務手当

22年度決算

21年度決算

支 給 実 績

支 給 実 績
職員１人当たり支給年額

職員１人当たり支給年額

182,294  千円
419  千円

163,175  千円
374  千円

（7）一般行政職の級別職員数の状況（23年４月１日現在）

（注）１  南国市の給与条例に基づく給料表の区分による職員数です。
　　　２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１級 ２級 ３級 ６級５級４級 計

主事・技師の職務標 準 的 な
職 務 内 容
職 員 数
構 成 比

26 人

主査・技査
の職務

係長・主幹・
技幹の職務

19 人
13.5 ％ 9.9 ％ 16.2 ％

31 人 76 人 21 人
39.6 ％ 10.9 ％

課長補佐等
の職務

課長・参事
等の職務
19 人
9.9 ％

192 人
100 ％

区　　分

（8）職員手当の状況（23年４月１日現在）
区　分 南　　国　　市 国

期末手当

勤勉手当

退職手当

▶１人当たり平均支給額
　自己都合…3,783千円、勧奨・定年…24,874千円
（22年度に退職した職員に支給された平均額）
▶その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置２～20％加算

▶１人当たり平均支給額…1,535千円
▶職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算…５～15％
＊（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

（23年度
　支給割合）

（支給率）

　
　 2.60    月分     1.30    月分
（ 1.40 ）月分 （ 0.65 ）月分

　　　　　　　 自己都合　　  勧奨・定年

勤続 2 0年　  23.5   月分　　30.55   月分
勤続 2 5年　  33.5   月分　　41.34   月分
勤続 3 5年　  47.5   月分　　59.28   月分
最高限度額　  59.28  月分　　59.28   月分

（支給率）
　　　　　　　 自己都合　　  勧奨・定年

勤続 2 0年　  23.5   月分　　30.55　月分
勤続 2 5年　  33.5   月分　　41.34　月分
勤続 3 5年　  47.5   月分　　59.28　月分
最高限度額　  59.28  月分　　59.28　月分

▶その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置２～20％加算

▶職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算…５～20％
　・管理職加算…10～25％
＊（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

　
　 2.60    月分     1.35    月分
（ 1.45 ）月分 （ 0.65 ）月分

区 分 内容および支給単価 国の制度
との異同

　 支給実績
（22年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額（22年度決算）

▶配偶者　　　　　　　　　　　　　　      13,000円
▶配偶者以外の扶養親族１人当たり　　    　 6,500円

管理監督する職員（課長）に支給 　　　　　51,000円

扶養手当

借家・借間居住者
▶基礎控除額　　　　　　　　　　　　　    12,000円
▶最高支給限度額　　　　　　　　　　　    27,000円

① 交通用具利用者　　　　   　　　 2,000～24,500円
② 交通機関などの利用者
▶通勤等の額に相当する額　　　　 　　最高55,000円

住居手当

通勤手当

管理職手当

同　じ

同　じ

同　じ

その他の手当（23年４月１日現在）

41,601千円

23,013千円

196,232円

301,152円

18,200千円 53,321円

同　じ 16,620千円 615,556円

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（23年４月１日現在）
区　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒

高校卒

高校卒

245,200   円 295,700  円 336,800  円
207,300   円 252,700  円 304,100  円

207,300   円 252,700  円 304,100  円

一般行政職

技能労務職

　期 末 手 当　 勤 勉 手 当
　 

　期 末 手 当　 勤 勉 手 当
　 

市職員の給与・定員管理などを公表します

職員の給料・手当っていくらだろう？　職員数はどれくらいなの？

　市民の皆さんに平成22年度の市職員の給与や平成23年４月１日現在の定員管理などの現状
を知っていただくため、次のとおりお知らせします。
　職員の給与は、民間の労働者の給与を基に出される『人事院勧告』を参考に、国家公務員や
ほかの地方公共団体との均衡を図りながら決定されています。

職 員 給 与 な ど の 公 表


